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2004年版中小企業白書の特徴

＜課題１＞　新しい価値を創造する、多様な中小企業

・高齢社会、環境問題等に対応したニューサービス

・まちおこし等の公益サービスを「事業感覚」を取り入れつつ、きめ細やかに提供する地

域貢献型事業（コミュニティ・ビジネス）

・多様なライフスタイル実現を可能とするSOHO

等の、中小企業が経済社会にもたらす新しい動きを分析。

＜課題２＞　グローバリゼーションの中での中小企業

中小企業の海外進出活動について、その成功の条件を探るとともに、進出工場と国内工

場の分業等の状況をみることにより、国内における中小企業の活路を模索。

＜課題３＞　高齢社会と中小企業

経営者の世代交代の実態を調査し、世代交代による企業行動の変化を明らかにする

とともに、円滑な世代交代の条件を分析。また、廃業（引退）した事業者に追跡調査

を行い、廃業時やその後の状況等を明らかにするとともに、円滑な廃業と再起の課題

を解明。

＜課題４＞　中小企業の再生、新分野進出を支える金融

再生、新分野進出等の試みを行う企業について、資金調達、財務改善等の課題の分析。

第 2 部 
◎中小企業を巡る新しい動きを分析 

第１部 
◎景気持ち直しの動きの中での中小企業の業況を分析 

構成と特色
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第１部　平成15年度の中小企業の景気動向
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第２部　中小企業を巡る新しい動き
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まとめ 新たなパートナーとの連携へ向かって
―多様性がもたらす中小企業の更なる可能性―

○　多様な中小企業は、経済社会の変化（ IT革命、高齢化等）を活かし、

・ニューサービス

・新しい就労形態（SOHO）

・公益サービスの新しい供給スタイル（地域貢献型事業）

を創出するとともに、相互に新たな連携を進めて、経済社会の質的向上に貢献。

○　経済のグローバリゼーションは、中小企業にも国際展開の機会をもたらす。研究開発への

取組や自社ブランドの利用に積極的な中小企業は、海外と国内での生産の分業をうまく行い、

海外での生産だけでなく国内の生産も増加。

○　経営者の高齢化が進む中、円滑な事業承継のためには承継者本人の準備・承継後の新しい

試み着手が重要。

○　廃業後の再起可能性を高めるためには、債務超過に陥る前に早期の見極めが重要。

○　中小企業の再生には、本業の売上げ増加とともに、管理会計導入等計数重視の経営が重要。

平成16年度における中小企業施策の3つの柱

中小企業金融セーフティネット対策に万全を期すとともに、中小企業の隅々にまで資金が行き渡

るよう、不動産担保や保証人に過度に依存しない資金供給手法を進めるなど、中小企業金融の多様

化を促進する。

地域経済の核となる中小企業は、多種多様で地域性が強いという特性を持っている。地域金融機

関や専門家との連携など地域の総力を結集して柔軟かつきめ細かく中小企業の再生支援に取り組ん

でいく。

中小企業の創業・新事業支援への挑戦を後押しし、経済活性化や雇用の創出につなげるため、挑

戦する中小企業への資金面・人材面・技術開発・販路開拓等各面からの支援を強力に行っていく。

第3 　創業や中小企業の新事業への挑戦支援 

第2 　中小企業の再生支援 

第１　中小企業金融対策 

◆　中小企業は、IT等を活用しつつ、距離・業種を超えて、ものづくりから

サービス・小売までを含めた幅広い連携やマーケティングと一体化した製

品開発等を行うことにより、多様性が育む中小企業の潜在的創造力を顕現

化させれば、更なる発展が可能。
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平成15年度ものづくり白書（製造基盤白書）のポイント
～攻めに転ずる我が国製造業の新たな挑戦と製造基盤の強化～

平成16年 6月
経済産業省・厚生労働省・文部科学省

・ものづくり白書は、議員立法により成立したものづくり基盤技術振興基本法第8条に

基づく年次報告であり、経済産業省・厚生労働省・文部科学省が連携して作成。

・平成13年 6月に第 1回策定以降、今回は第4回目であり、2004年 6月 1日に閣議決

定・国会報告。

第1章グローバル展開と
国内基盤の強化に取り組む我が国製造業

○我が国製造業の概況
～我が国の製造基盤を活かした研究開発がもたらす「よい循環」

・雇用や中小企業の回復の遅れなどがあるものの、我が国製造業は生産が2002年以来回復

傾向にあり、企業収益も2002年下期から増益を継続。

・現下の景気回復には、デジタル家電などの分野において、完成財メーカーと裾野の広い部

素材産業とが一体となって取り組んだ研究開発によって製品を創出して、新たな需要を喚

起し、企業収益、さらには新

たな研究開発・設備投資を生

み出した「よい循環」が寄与

（図表1）。

（デジタル家電の国内市場規

模は直近 3 年間で薄型テレ

ビ 4.5 倍、DVD ビデオ 3.5

倍、デジタルカメラ2.5倍に

拡大）

2. 平成15年度ものづくり白書のポイント

1. ものづくり白書とは
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○製造業のグローバル化・中国における事業展開と国内事業環境
～中国事業展開により拡大しつつあるメリットと留意すべき課題

・中国経済は、2003 年においても、

9.1 ％の経済成長を実現。我が国製

造業企業は、対中直接投資を拡大

するとともに、資本財や基幹部素

材等を中国に輸出し、我が国の製

造基盤の強みを活かした工程間の

分業を発展（図表2）。

・その一方で、中国経済の発展とと

もに原材料価格等は国際的に上昇。

また、中国経済そのものについても、人民元、エネルギー不足、税制等の施策の不透明性、

知的財産の侵害、技術ノウハウの流出等に関する課題があり、こうした点への対処も必要

（図表3）。

・我が国製造業企業は、部品・素材製造企

業と組立加工企業との連携による迅速な

製品開発や新しい生産機械・技術の導入

といった面で優位性を有する。また、最

先端商品を評価し、需要が顕在化する国

内市場があることも有利。デジタル家電

については、こうした我が国製造業の優

位性を活用（図表4）。
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○新たな発展の時代に向けた我が国製造業の取組
～競争力・収益力の向上に向けた企業改革・革新努力の継続

・今後の我が国製造業の取り組みとして、以下が重要。

（1）事業展開の選択と集中、事業再編や適切なグローバル展開など戦略的な事業展開

（2）技術開発の拡充・効率化、デザイン・ブランド力の強化、知的財産保護や標準化の取組

（3）企画開発・生産・物流プロセスの革新（事例1参照）

（4）国内生産回帰・活用（事例2参照）

（5）環境問題への対応

（6）競争力強化の取組を支える高度専門人材の育成（事例1参照）

・一部の中小製造業においては、顧客への直販により、売上や利益率を向上させ、商品企画

力や需要動向への対応力を高めている例もみられる（例：いまばりタオルブティック）。

第2章明日のものづくりを支える人材の育成

○ものづくりを支える人材の雇用・労働の現状
～雇用はこのところ横ばいだが、新規入職者数減で、高齢化が急速に進展

・景気が着実に回復し、製造業の設備投資

が増加する中、2003年の製造業の雇用は

新規求人が増加傾向、雇用者数は下げ止

まり傾向で雇用はこのところ横ばい。

・新規学卒入職者数は、一旦落ち込んだ大

企業が回復しつつあるものの、中小企業

は減少し、全体でピーク時の半数以下。

また、就業者に占める 55 歳以上の割合

は全産業を下回っているものの、他産業

【事例１セル生産方式による生産革新とその徹底に向けた研修・評価制度（大手光学機器メーカー）】
Ａ社は、少人数で取り組み、スペース、仕掛かりのムダを削減する「セル生産方式」を導入。2000年に

は国内のベルトコンベアを全廃。これにより、1998年から2003年までに海外を含め累計2,300億円超の
原価削減、週次製販などリードタイムの短縮を実現。開発へもプロセス革新の取組を拡大。
また、Ａ社では、現場部門に加え、技術、生産管理、品質保証関係のスタッフが一緒になって生産革新

研修を実施しているとともに、名匠による技術伝承制度、多くの工程や業務数をこなすことができる一流
の多能工の作業者をセル生産方式の中核的役割を担う「マイスター」として認定する制度を実施。

【事例２国内生産回帰・活用事例】
①需要即応と無駄の排除等の生産革新に向け、ＭＤプレーヤーの生産をマレーシアから山形に切替。
②SCMの追求等に向け、米国向けデジタル・ビデオ・カメラの生産を中国から国内へ変更。
③液晶パネル生産を三重県で開始し、生産技術をブラックボックス化。
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を上回る速度で高齢化が進展（図表1）。

・労働災害の死亡者数は、全産業において対前年比で減少するも、製造業では爆発・火災な

どで増加。

○ものづくりを支える人材育成の取組と課題
～人材の能力低下懸念、技能継承の危機感に対応した積極的な人材育成の取組

・製造部門の人材の能力低下懸念のため、企業ではOJT，Off-JTなどの教育の充実に取り

組んでいる（事例1）。人材育成に力を入れている企業ほど売上高が増加している割合が

高い（図表2）。景気回復基調の中で企業における人材育成の重要性を再認識し、力を傾

注することが必要。

・製造現場の技能の継承について、6割の企業（大企業では8割）が危機感（図表3）。危機

感を持った理由・きっかけは現場の高齢化や不良品の発生、外部環境の変化など。企業で

は、熟練技能継承のため、OJTによるマンツーマン指導をはじめとした取組（事例 2）。

熟練技能を有する技能者のネットワークの構築など活躍の場を整備することも必要。

・国際分業体制の構築が進む中、海外展開と国内雇用との関連は薄くなっており、また、国

内では、高度な技能・技術を要する開発・製造が求められており、我が国人材の優位性を

生かした人材育成に取り組むことが必要。

【事例１ものづくり人材の能力向上の取組】
Ａ社（超精密部品プレス加工、50人）のコア技術である金型設計の技術者は、入社後１年間プレス加工、

その後４～５年間金型の部品づくりを担当し、ものづくり現場経験を身につけた後、金型設計部門に配属、
単に設計を行うだけでなく試作用金型の製作と試し打ちまでも担当することで、設計の見極めを自分自身
で行い能力向上につなげる。

【事例２熟練技能の伝承･継承の取組】
Ｂ社（一般機械器具製造、3,400人）が2001年に導入したマイスター制度では、経営戦略、事業戦略上

必要なコア技能をマイスターに認定された伝承者が、トレイニーとして認定された継承者に対して、マン
ツーマン方式で１年から１年半をかけて現場任せでない計画的なOJTにより確実に伝承。
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○今後のものづくりに求められる能力と人材育成の方向性
～早い段階からのものづくりへの意識啓発と若者の能力開発の推進

・ものづくり企業では、多能工化、改善能力などの技術・技能面の能力のみならず、事業環

境の変化に対応できるリーダーシップ力や自ら考えて実践できる力などの能力が求められ

ている。

・一方で、若者のものづくり職種に対す

る意識は低い（図表4）。

・このため、官民挙げて、若年技能者の

育成や、ものづくりについて早い段階

からの意識啓発を推進することが必要。

また、リーダーシップを有し、市場ニ

ーズ等にも通じた総合的なものづくり

力を持つ人材の育成も必要。

第3章「ものづくりの基盤を支える研究開発・
学習の振興」の概要

第1節　産業力強化のための研究開発の推進

○TLOの設置や知的財産本部の整備の推進によ

り、国立大学などと民間などとの共同研究が

飛躍的に増大するとともに、重点 4分野中心

に産業力強化のための科学技術関係の研究開

発を推進（図表1）。

○国立大学の法人化による非公務員型の弾力的

な人事システムの導入や、評価機関による

「第三者評価」等により、研究開発の活性化と

質の向上が期待されるとともに、産学連携の

一層の進展が期待されるところ。

今後の人材育成の方向性
１．若者の職業能力開発の推進

○日本版デュアルシステムの導入
○技能検定制度で若者向けの３級職種の拡大

２．若者へのものづくり意識啓発の推進
○2007年ユニバーサル技能五輪国際大会に向けものづくり技能習得に対する若者のチャレンジを支援

３．総合的なものづくり力を持つ指導的な人材育成への支援
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第2節　学校教育でのものづくり教育に関する取組

○初等中等教育

・工業高校等において、我が国のものづくり産業の担い手となるスペシャリストを養成すべ

く実践的な教育を実施。

・小・中・高等学校において、学習指導要領に基づき、理科や図画工作等の教科や「総合的

な学習の時間」においてものづくりに関する教育を実施。

・「スーパーサイエンスハイスクール」や「理科大好きスクール」の推進等の科学技術・理

科教育の充実のための施策を総合的・一体的に推進する「科学技術・理科大好きプラン」

などを通じ、創造性に富んだ意欲ある人材の育成を推進。

○高等教育

大学の理工系学部の整備や高等専門学校の整備や専門職大学院制度の整備などを実施。

○専修学校

実践的な職業教育や専門的な技術教育などを

通じ、フリーター教育も含め、ものづくり人材

の育成を推進。

○若者自立・挑戦プラン

インターンシップや日本版デュアルシステム

（実務連結型人材育成システム）などにより、若

者の勤労観・職業観の醸成や就業に関わる基礎

的な能力の付与を図り、若者の職業的自立を支

援（図表2、3）。

第3節　生涯学習分野でのものづくり人材の育成に関する取組

○大学等における社会人の受け入れや公開講座を通じ、社会人の大学等でのキャリアアップの機会を拡充。

○地域において、公民館、博物館や学校開放などにより、子どもたちに対する体験的な学習機会を提供。



26

中小企業支援策活用事例集中小企業支援策活用事例集 （中小企業庁）（中小企業庁） 中小企業支援策活用事例集 （中小企業庁）

中小企業支援策活用事例集（中小企業庁）

環境問題への要請を先取りし評価アップ。

■安心・安全への配慮

創業時は、写真凸版からスタートし、その後オフセット印刷

からグラビア印刷へと方向転換したことが、今日の発展への第

一歩となっている。

また、食品用包装材の印刷を主要事業としていることから、

食品業界からもより厳しい安心と安全に配慮した商品開発が求

められており、安全で環境に配慮した新たなグラビア印刷への取組みが最大の課題であった。

■特許取得「ハイブリッドグラビア製法」

印刷業界では、着色の安定性と品質の良さから有機溶剤の油性インキを使用することが標準とさ

れているが、この有機溶剤の中にはトルエンが含まれ、大気中への溶剤蒸気として排出されるため、

作業環境上からも溶剤蒸気の回収と脱臭の技術確立が課題となっていた。

このような中、第一種指定化学物質であるトルエンの排出を削減し環境負荷の低減を図り、溶剤

蒸気が発生しない水性グラビアの開発が必要と考えた。

そして、5年にわたり水性型インキの実用化を研究し、有機溶剤の減量化が図られ、水性型インキ

のみによる製法と比較して版の耐久性を実用レベルに高め、かつ、印刷スピードを確保することが

可能である、有機溶剤型インキと水性型インキを併用する新たな印刷方法である「ハイブリッドグ

ラビア製法」を開発し、特許取得に至った。

■環境に配慮し、量産も可能に

環境への配慮を行いつつ、なおかつ、食品業界からのニーズに対しても満足がいくことから、量

産化に向けた製造技術の確立と品質管理体制を強化することが、事業基盤の再構築になると判断し、

地元の金融機関に、新工場の建設と水性インキ対応の新型印刷機の導入及び既存設備の改造を主体

とした設備投資計画を相談したところ、経営革新支援法の紹介を受けたことから、経営革新計画を

策定し、承認を受け、積極的な事業展開を進めていくことになった。

■評価がアップ

経営革新計画の実施により、量産技術と品質管理体制が確立されたことに伴い、有機溶剤の使用

量を従来の50％～ 90％削減する印刷製法が可能となったことのみならず、水性インキの基準がま

だ法的にも不明確な段階において、環境問題への要請を先取りした「ハイブリッドグラビア」の印

刷方法を確立したことに対する評価が高まり、ユーザーである食品業界からの評価が得られ、県内

外からの取引が進んでいる。

環境に配慮した水性グラビア印刷でオンリーワン 

長野県
三洋グラビア株式会社
業　　　種：印刷・同関連業

本社所在地：伊那市西箕輪

資　本　金：38,000千円

創　　　業：昭和32年

売　上　高：2,168百万円

従 業 員 数：110人
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製造業でありながら、顧客志向・マーケティング中心の経営方針。

■取引の拡大のために

当社は、切断加工や曲げ・切削などの 2 次加工の技術を有し、

建設機械や産業機械メーカーを取引先として、一貫加工を提案す

る総合加工メーカーである。

バブル崩壊により厳しい経営環境が続いていたが、営業チーム

が取引先のニーズをしっかりと把握しており、それに応えていけ

ば取引拡大が期待できると想定し計画を策定した。

ただし、そのための必要設備の導入には多額の投資が必要にな

る。そのために融資の相談で中小公庫に相談した際、経営革新法

の活用を薦められた。すでに経営計画は、経営革新法を知る前から存在していた。そのため、経営

革新支援計画の策定には手間はかからなかったが、法律の要件が「新たな取り組み」という点にあ

り、当社にとって新技術や新たな生産体制の構築が課題ということを改めて意識することができた。

■プレス工場の環境整備

経営革新計画は、大型曲げ加工の設備として大型プレスの導入を中心に、プレス工場の環境を整

備するものとして策定した。これにより、取引先のニーズである多品種少量ロットへの対応、短納

期、コストダウン、さらに切断から二次加工までの一貫した生産を確立し、他社に対する優位性を

形成することが可能となる。

その後、客先のニーズに柔軟に対応した結果、計画変更申請を3回行い、新規受注に対応できる

設備能力の増強を行い、切断加工はレーザー切断に集約し、加工分野を製缶までの三次加工まで拡

大することになった。

■多額の資金確保

設備投資には多額の資金が必要になるが、中小企業金融公庫から総額3億円の低利融資を受けた。

設備投資の約半分はこの支援による調達でまかなうことができた。不足分は、民間金融機関からの

借入れと自己資金により補充した。税制面においては、設備投資額が大きい計画であったため、設

備投資減税の支援を活用した。

これら経営面でのプラス効果が非常に高い2つの制度を活用できたことで、計画通りの設備導入が

スムーズに実行できた。

■マーケティング中心の経営方針

経営革新の成功要因は、営業の情報収集と販売活動である。取引先のニーズを把握し、それをベ

マーケティングをベースとした生産システムの 
構築を目指して 

群馬県
関東精密溶断株式会社
業　　　種：鋼板加工業

本社所在地：佐波郡玉村町

資　本　金：216,800千円

創　　　業：昭和58年

売　上　高：3,300百万円

従 業 員 数：75人
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ースにして経営計画・設備計画が策定され、積極的な販売活動により売上回復を達成した。製造業

にありながら、顧客志向という当社のマーケティング中心の経営方針を打ち出し全社的に顧客対応

の方向性を明確にしたことが成功要因の一つである。

■売上増加と雇用促進

売上は、1 年目と2 年目は目標を下回ったが、3 年目と4 年目の売上は、生産も順調に稼動し、計

画目標を大きく上回る結果を出すことができた。

また、社員は、4 年間で4 人増加、外部協力者は30 人増加と、会社の組織規模も拡大し、新たな

雇用創出を実現した。

■更に上を目指して

今後の経営課題は、この4 年間の実績をベースに、販売活動をさらに強化し、売上を更に拡大す

る時期だと考えている。当面はマーケット規模が大きく、成長しつつある中国へ進出する予定であ

り、現在中国での生産体制を整備する事業を進めている。

社内的には、人員増大に対応して社員教育を実施し、社員のレベルアップを図ることを課題とし

ている。企業の成長とともに、人材の開発が重要となっている。

空き店舗を活用してチャレンジショップ「ドリーム・ラボ」を開設、創業希望者に無料で貸し出し、

新規開業者への支援と中心市街地への賑わいを創出。

■事業実施の背景

中心市街地活性化法に基づき、長崎市ＴＭＯ

として認可を受けた長崎商工会議所は、平成 14

年度ＴＭＯ事業の一環として、市内中心商店街

の「空き店舗対策」と「創業者支援」を目的に、

長崎市内では初の試みであるチャレンジショッ

プ事業を実施した。

不況とはいえ、市内中心商店街はまだ地価が

高く、開業のリスクが大きいのが現状であり、

起業家にとっては独立開業に向けた大きなチャンスであった。また、商店街側にとっても商業意欲

のある起業家を迎えることにより刺激を受け、地域商業の活性化に結びつくことが期待された事業で

ある。

■事業概要

市内築町の商店街にある「メルカつきまち」1階の空き店舗部分を借り受け、8つの区画に分けて

開業を目指す市内初のチャレンジショップ事業 

長崎県
長崎市築町商店街振興組合
所 在 地：長崎市築町

会 員 数：55商店

商店街の類型：広域型商店街

利 用 施 策：商店街塔活性化事業

関連ＵＲＬ：長崎市ＴＭＯ

http://www.tmo-nagasaki.com/
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家賃・敷金無料で創業志望者に貸し出したもので、店舗の名称は、創業に向けた夢の実現の意味か

ら「ドリーム・ラボ」と名づけられた。

（1）チャレンジショップ実行委員会

事業の円滑な推進を図るため実行委員会を設置し、事業スケジュール、募集・選考、店舗、

研修等の内容を協議し作業を進めた。

（2）募集・選考

チャレンジショップの募集にあたっては、約3週間を募集期間として長崎市内全紙面朝刊

に募集チラシ10万枚を配付した。この他商工会議所ホームページやパブリシティでの広報な

どにより周知ＰＲの結果、約40件を超える問合せと28名の応募があった。選考では、応募

者の創業意欲と将来性を重視して選考を行い、8名の出店者を決定し、出店者に対しては、オ

ープン前に説明会と研修会を実施した。

オープンに当たっては、消費者アンケート調査や来店数調査、通行量調査も実施した。

■事業の効果

事業効果については中心市街地への集客効果（にぎわい創出）及びチャレンジショップでの研修

を終了したチャレンジャーの開業率により判断できると考えられるが、以下の通り、本事業の実施

は中心市街地活性化に十分寄与するものであり、新規創業者の支援という意味からも効果的であっ

たと考える。

（1）集客効果

来店客アンケートでは来店者の評価も高く「大変良かった」「また来店したい・ついでがあ

れば来店したい」という意見が95％を占めるなど、チャレンジショップの出店が中心市街地

の魅力を増したと捉えることができる。

（2）開業率

事業終了時現在で、自己都合で退店者を除く7名の内、4名が新規開業し、チャレンジショ

ップ出店応募者の半分が開業の夢を達成することとなった。なお、開業を見送った3名の中

には、ウェブを立ち上げて当面状況を見た上で開業するとしている者もいた。

■事業の課題、教訓

互いに研鑽しあい高い開業率となったが、チャレンジショップ自体の運営においては、出店者の

商売に対する意識や顧客ターゲットがマチマチなため、共同通販を行う場合でもその手法等につい

て意見が纏まらない場合があった。

また、売上げ・買い物客数については、出店者によっては厳しい経営となった。これは「メルカ

つきまち」自体が中心地区にありながら、商店街の構成などから買い物客は高齢者に偏りがあるこ

となどの外的要因と、出店者の店舗の魅力不足や集客への努力不足などの内的要因が考えられ、い

かにして「ドリームラボ」にお客さんを集めるかが、常に運営上の大きな課題となった。
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高度化事業の見直し・改善について

独立行政法人中小企業基盤整備機構（旧　中小企業総合事業団）では、平成16年８月、高

度化事業について従来から要望のありました連帯保証制度、条件変更の弾力的対応などについ

て見直し・改善を行うとともに、利用者にとってより使いやすいものとなるよう、貸付要件の

緩和、リニューアル事業への積極的支援、貸付審査期間の短縮、専門家によるアドバイスの一

層の充実など機構の業務内容について見直しを行いました。

新しい高度化事業の概要及び見直し等を行った事項の概要は以下のとおりとなっております。

１．償還猶予の弾力的対応

約定通りの返済が困難になっている利用者を支援するため、現行一年ごとに認めている

償還猶予を利用者の経営状況に応じ以下の通り弾力的に運用することとします。

（１）複数年の償還猶予

一時的な経営不振により返済が困難となっている利用者の場合

（２）倒産組合員等の施設に係る償還猶予

集団化事業又は集積区域整備事業を実施した組合等の倒産組合員等の場合

２．連帯保証制度の見直し

連帯保証人それぞれが組合の借入総額相当の保証債務を負うこれまでの連帯保証制度に加

えて、連帯保証人それぞれに保証限度額を設定する限度額連帯保証制度を新設いたしました。

既に高度化事業を実施し償還途中の組合等が、これまでの連帯保証制度から新設された

限度額連帯保証制度に変更することも可能です。ただし、この限度額連帯保証制度に変更

することができるのは、物的担保により債権保全が確実に図られていると認められる場合

に限ります。

３．リニューアル事業の積極的推進

平成11年度以降これまで限定的な運用を行ってきた施設の再整備（リニューアル）に

ついて、今後は「施設再整備貸付」として積極的に貸付対象とさせていただくことといた

しました。

この他、高度化事業の各事業についても改正されております。詳細につきましては中小企業

基盤整備機構又は本会までお問い合わせ下さい。

【お問い合わせ先】 独立行政法人　中小企業基盤整備機構

〒100－0004 東京都千代田区大手町１－８－２新公庫ビル

TEL 03－3270－2371

見直し事項の概要
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石川県制度金融の利用増加
─平成16年度の大幅な改正が利用促進に─

活性化融資分での今年前半の利用件数は、前年同期比26%増、220件超となっており、増加

の背景には設備資金の対象に事業用の土地取得費が認められるようになったこと、設備資金貸

付金（産業創出支援機構）との併用が認められるようになったことなどが大きな理由とみられ

ます。

（主な改正点）

１．利用状況に応じた制度の整理・重点化
───────────────────
（１）利用実績の少ない制度の廃止・統合

・地域商工業活性化融資（アクセス分）を（一般分）に統合

・情報技術活用支援融資を経営革新等支援融資に統合

・創業者支援融資のうち、分社化に関する対象要件を廃止

・経営安定化支援融資（特別分）の親事業者の合理化に関する対象要件を廃止

（２）11制度を利用対象業者別の７制度に統合

・緊急経営支援融資、経営安定特別対策融資、資金繰り支援融資を統合

２．設備資金等の対象要件や融資条件の緩和
────────────────────
（１）投資に伴う事業用地取得費を対象に含める。

（２）産業創出支援機構で実施している設備資金貸付金と制度金融の併用を認める。

（３）制度統合等による融資条件の緩和・簡素化

・経営革新等支援融資（経営革新支援分）

保証協会の保証利用の際の低減利率（1.5％→1.0％）を設定

・経営革新等支援融資（海外展開分）の対象に海外販売促進等の経費を追加

・創業者支援融資

開業前の限度額を4/5に統一し、特別分を廃止

（現行　業務経験有等：4/5、通常：1/2）

３．運転資金の融資期間の延長と当座貸越制度の新設等
─────────────────────────
（１）経営安定等支援融資（資金繰り支援分）の融資期間を10年に延長

返済回数を増やすことによる毎月の返済負担の軽減

（ただし融資期間が７年を超える場合は、貸付当初から変動金利）

（２）小口融資に『当座貸越分』を新設

設定した金額の範囲内で、簡易審査による迅速な貸出が可能に

（当座貸越枠の創設：小口融資の限度15,000千円のうちの5,000千円まで）
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（３）経営安定支援融資の据置期間を２年間に統一

４．そ　の　他
───────
（１）金融円滑化特別融資は休止

（２）償還猶予及び創業者支援融資（中高年齢者創業支援分）の期限を1年延長

（平成16年3月末→平成17年3月末まで）

（３）その他規定の整備

・共通事項を通則とし、各要綱を簡素化

・各要綱の表現の統一や様式の簡素化　等

【お問い合わせ先】 石川県商工労働部経営支援課金融係／TEL 076－225－1522
各商工会議所・商工会

■対象・使途…売上減少、欠損決算の事業者（運転資金、限度額8,000万円）。 

■担保…金融機関所定。認定書取得も必須。 
経営安定支援融資 

（一般分） 

■対象・使途…一般分の対象者で一定の財務要件を満たす事業者（限度額
500万円。残高がこの範囲であれば何度でも借入可能）。 
■担保…原則無担保（保証協会の保証必須）。 
■商工会議所・商工会で推薦書取得。 

小 口 融 資  
（当座貸越分） 

■対象・使途…事業転換・多角化の事業資金（限度額5,000万円）。 
■担保、保証協会の保証は金融機関の所定。 
■申込＝商工会議所・商工会で認定書を取得し金融機関へ。 

事 業 転 換  
支 援 融 資  

■対象・使途…新製品開発や販売促進などの前向きな運転資金（限度額
3,000万円）。 

■担保は金融機関の所定。保証協会任意。 
■申込＝商工会議所・商工会で認定書取得後、金融機関へ。 

地 域 商 工 業  
活 性 化 融 資  
（企業活性化支援分） 

■対象・使途…創業予定、創業1年以内で、開業などの事業資金（限度額
2,000万円）。 

■担保…原則無担保。申込＝商工会議所・商工会で認定書取得、金融機関
へ（根保証活用）。 

創 業 者  
支 援 融 資  

■対象・使途…海外展開に必要な事業資金（生産拠点・販路開拓、限度額  
2億円）。 
■担保、保証協会の保証は金融機関の所定。 
■申込＝知事の認定書を取得し金融機関へ。 

経 営 革 新 等  
支 援 融 資  
（海外展開企業支援分）（※） 

（※）ネットワーク整備など情報技術活用支援分も別途に。 

主な中小企業向け石川県融資制度（平成16年度） 
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青年中央会ボウリング大会開催される

石川県中小企業青年中央会主催による、第８回青年中央会交流ボウリング大会並びに懇親バ

ーベキュー大会が７月24日（土）ルネスサンサーカス（ボウリング）とルネスグリーンパー

ク（バーベキュー）において41名の参加を得て、梅雨も明けた直後で晴天に恵まれ、真夏の

天候のもと、日頃の練習の成果を発揮すべく？盛大に開催されました。

《サインクラブ21は強い!!》
総合成績は、優勝、中嶋淳さん（石川県屋外広告業（協）サインクラブ21、２Ｇで310点）、

準優勝、鍵めい子さん（同、２Ｇで300点）、第３位、松本雅之青年中央会会長（近江町市場

商店街（振）青年ビジョン委員会、２Ｇで293点）でした。

つづいて、バーベキュー大会を開催、会員相互の交流を大いに深め、終始和やかな雰囲気で

懇親会が行われました。

事務局協議会　視察研修実施される

石川県中小企業団体事務局協議会（会長　門前重厚）の群馬県方面への視察研修が去る９月

３日（金）～４日（土）の両日に渡って行われ、小布施北斎館、白根山湯釜、草津温泉旅館協

同組合、群馬県酒造協同組合、マンズワイン小諸工場を現地視察しました。台風16号、更に

は突然の浅間山噴火と自然の驚異が心配されましたが全行程事故もなく和やかなうちに、日頃

の疲れも秘湯尻焼温泉の露天風呂に溶かしてきました。

優勝の中嶋　淳さん
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中央会女性部　能登・加賀地区研修会･懇談会開催される

平成16年度石川県中小企業団体中央会女性部の能登地区・加賀地区研修会及び懇談会が開

催されました。

能登地区は、7月21日輪島の米久旅館にて21名の参加、加賀地区は7月28日アビオシティ

加賀にて48名の参加をいただきました。

研修会では、「接遇マナーの基本」をテーマに、NTTマーケティングアクト北陸の米澤早苗

チーフインストラクターを講師に迎え、「マナーとは何か」「なぜそうするのか」という原点に

立って考え、お客様に満足していただくためのビジネスマナーの基本的な部分について、「心

と形」の両面から研修をいたしました。研修会終了後、未組織組合女性部への啓蒙普及と組織

化の促進を図るための懇談会を開催し、中央会女性部及び組合女性部の活動事例等を報告、参

加者との懇談を行いました。

個別専門相談室開催のご案内

本会では、中小企業が正確な経営情報を獲得し、適切な経営判断を支援するため、組合、中

小企業任意グループ及び公益法人等を対象とし、専門家を招聘し、高度な指導ニーズに対応す

る事業等の相談に応ずることを目的とした個別専門相談室を設けておりますのでお気軽にご相

談ください。

なお、予約制のため相談希望の方は当日までに本会へご連絡願います。又、予約多数の場合、

相談時間の短縮をお願いする場合がありますので予めご了承下さい。

＊連絡先　（TEL）076－ 267－ 7711日　程 

場　所 金沢市鞍月２丁目１番地 
 石川県地場産業振興センター本館３階　石川県中小企業団体中央会　会議室 

①税理士 坂井 昭衛 
②弁護士 久保 雅史 
③社会保険労務士 中谷 宗紘 
 （10、12月のみ） 
　中小企業診断士 荒木 泰之 

①税務・経営相談 
②法　律　相　談 
③65歳継続雇用に 
　関する相談 

①10:00～12:00 
②13:00～15:00 
③15:00～17:00

10月13日（水） 
11月12日（金） 
12月16日（木） 

開 催 日  時　　間 内　　容 専 門 相 談 員  



35

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

��������	
������������������������ !"#$%�&'��(

��������	
��	�������������������� !�"#$%&'�()*�

�������

��������	
���������������������� �!�"�#$%&'()

���

���������	
��������������

�����

��������	
�����������������������������

���������	
���������������������� !�������������������

��������	
����������������������	
��

��������	
������������������������������ �!"#$%&'�(�
��������	
����������������
������������ !"#$�%#&����
��������	
��������	
���������������������������� !"#
��������	
����������������������
� ��������	
�����������

��������	
���������������
��������	
���������

��������	
���

��������	
�������	
����������	
����� �!"�#�$�%�&�����
��������	
���
�����
���������	
����
��������	�
�	���������	�������������� !�"#�$�%&'()*+)�
�����������	
�������������������
����� !�"#��$%�&
���
��������	
��������������������
� ��������	
������������

��������	
���������������
�������

��������	
�����

��������	
�������������������������������� !"#���$%&'(
��������	
���	�������������������� �!"���� �#$%&'(�)�*(+
��������	
������������������������������ !"#$%&���'�(�
��������	
������������� ����������	
���������
� ��������	
�����������

��������	
����������������
���������	�
��

��������	
�������

��������	
��������������������� ���!"#�$%&'�()�*+�,-�./
��������	
������������������������� !"�#$��	%&'�()�*�+
��������	
��������������	��������������������������
� � �������	
������������������
� ��������	
�����������

��������	
����������������������	
���

��������	
������������������������	
� !"#$�%&'()*+,�-�
��������	
����������������������	
���������� !"#$%&'#
���������	
����������������������� !"#����$%&'��"#()*+
��������	
���������������������������������
� ��������	
��������������

65歳継続雇用達成事業について



36

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 



37

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������

���
����������	����������

��������	
�����������	
��

��������

���

��
�

��
�

�

�������������	
����������������

���������	
����������������
�

��������	
����	
�������������

���������������		
�����������

��������	
�

� � � � � � �

��������	
��������������������

���������	
����������
�����
���

��������	
���������������������	

���������	
���
���������������

��������	
����������������������

��������	
���	
����������������

���������	
�������������������

���������	
�������	��������������

��������	
���������������������

��������	
��������������������

��������	
�������������	�����

��������	
��������������������

���������	
�

� � �

������

��������	
��������������������

��������	
���������������������

���������	
��������������	
����

��������	
�����������	
���	�

� � � � � �

��������	
�����������

� � � � � � �

�������������������	
���������

��������������������	
�������

���������	
������������������

��������	
�����������������	


��������

��������	
����������

����������������

���������	
������������������

��������	
�������������������

��������	�
����������������

��������	
������������������

���������	
�����������

���������	
��������������������

�������������������������������	
�

��������	
�������������������

��������	�
��������
���������

� � � � �

�������
���������	
�����������������

����������������������	
��������

�����������������	
����������

����������	
��

��������	

� � �

��������	
����������������	


����������������������������	
��

��������	
���������������
���

��������	




38

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

���������	
�����������������

�����������
���������������

��
�

��
�

�

��������	
��������������	
����

�����������	
������
�������	�

��������	
���

��������	

�����

��������	
	����	����������	��

��������	����������	
��������

��������	
�������������������

���������	�
����������������

���������	
����������������

���������	
������	�����������

��������	
����������������	��

��������	

� � � � � � �

��������	
��������������������

��������	�
������������������

���������	
������������������

��������	
����

��������	
���	���������������� � � � � � �

��������	
��������	����������

���������	
��������������
���

���������	
������������������

��������	
����������	
������

��������	
���������������	���

��������	
�������������������

��������	
�������������������

������������������	�
������������	

��������	
�����������	���
�

��������

��������

����

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������
�
���

���������	
���
��������������

��������	
�����������������
�

���������	
��������������

� � � � � � �

��������	
�������������������

��������������	
�������������	


���������	
�����������������

���������	
������������������

��������	�
�������������

��������

����������	
�����������������

��������	
�������������������

��������	
���������������	
��

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	

���������

� � �

��������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	
�������
�����������

��������	
������������������

��������	
�
������������������

��������	
��������

� � � � ��������



39

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

��������	
�������������������

��������	
���������������
���

��������	
�����

� � � � � �

���

��

��

��

�

��������	
�������������������

���������	
�������������	�
���

��������	
������������������	

��������	�
������������������

���������	
�����������
������

��������	
���������������������

����

��������	

���������	
���������������
��

���������	
��������
	��������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	
�����������������

� � � � �

���

��������	
��������������������	

��������������	
��������������

���������	
��������������������

��������	
��������������������

��������������������	�
��������

���������	
���������

� � � � � � �

�������������	
��������������

������������	
���������������

��������	
�����

� � � � � �

��������	

��������	
�������������������

��������	
���������	
��������

��������	
�������������������

��������	
�������
�����������

��������	
������������������

����

� � � � �

��������������������������������������

���������	
�����������������

��������	
���������������
��

���������������������������	
��

��������	
�������������������

���������	
���������	��������

�����������������������������������������

�����������������	�
���������

� � � �

� � � � � �

����������	
������������������

��������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������	
�	�

������������������	
����������

��������	
��������������������

��������	
�������������������

��������	
����

� � � � � �

��������	
������������������

��������	
��������

��������

� � � � � � �

��������	
���� � � � ����



40

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

��������	
����������	��������

��������	
������������������

��������		

����������������

��������	
�������������������

���������	
�����������

� � ����

��

��

��

�

��������	
�������������
�����

��������	
�������������������

���������	
�������������	
����

����������������	
��
���������

���������	
������������������

��������	
�������������������

���
� � � � � �

�����

��������	
������������������

��������	
�����	����������

���������	
�����������	
���

�����

��������	
�����������������������

��������	
����������������������

�����

� � � � � �

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	

� � �

��������	
����������������	�
�

��������������������������������	


�������������	
��������������������

���������	�����������

��������	

���
��������������	
�����������
��

���
��������

��������	
������������	���������

���������	�
����������������

��������	
������������������

��������	�
���������������

��������	
������������������

��������	
������������������

��
��������	


���

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	�
�������	�	�

��������	
��������������	
���

�������������	
����������������

��������	
�������������	
���

���������������������������������

����������������������������������

��������	
�������������������

���

��������	

� � �



41

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

��������	
�������������	��
��

�������������������	
��������
� � � � � � �

���

��

��

�

���������	
��������
���������

���������	
������
��������

��������	
������������������

��������	
������������������

���������	��
�����

��������

������

��������	
�������������������

���������	
�����������������

���������	
������������������

��������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������	����

��������	
�������	�����������

��������	
�������������������

�����������	
����������������

��������	
������������������

��������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������

� � �

���������	
��

� � � � � � �

��������	
����	���

����������	
�����������	
�����

������������	
������������	
��

��������	
�������������������

�����������	
����������������

����������	
����������������	

��������	
�������������������

��������	

����������������
���������	
������������������

��������	
�����������	
������

����������	
�������������
��

��������	
����������	
���

���������	
���������������������

��������	�������������	
�����

��������������	�
��������������

��������	
�������������

� � � � �

�������

����������������	
�������������

���

��������	

� � �

��������	
����������������	


���������������������������	
���

��������	�
������������������

�����

��������	


������������	
���������������

��������	
�������������������

����

��������

���



42

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

��������	
����������������	����

��������	
�����������	�������

��������	
	
������

��������	

�����

��
�

��
�

�

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	
�������������������

��������������������	
��������

�����������	
����������������

���������

� � � � � � �

��������	
������������������

��������	
�����
�������������

��������	
�������������������

��������	
�������������
�
��

� � � � � � �
�����

���������	
������������������ � � � � � �

��������	
�������������������

���������	
�����������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	
�������������������

���������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	�
������������������

���������	
����������������

��������

��������

����

������������������	
���������

����������	
����������������

��������	
�������	�����������

��������	
�����������������
�

���������	
���������

���������

� � �

��������	
������������������

����������	
�����������������

��������	
�����������������	


��������	
������������
�����

��������	�
������������������

��������	
�������������������

��������	
���������������	
���

��������	
���

� � � � ��������

��������	
�������������	�����

��������	
�������������������

���������	
������������������

�������

� � � � � �

���

��

��

��

�

��������	
�������������������

��������	�
���

��������

� � �

�������������	
��������������

����������������	�
������������

��������	
���������������	
��

��������	
�������������������

��������	
�������������������

����������������������	
������

��������	
�����������

��������	



43

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

���������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
��������������������

������������	
���������������

����������	
�����������������

���������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
���������

� � � � �

���

��

��

��

�

���������	������������������������

��������������	
���������������

����������������������	
��������

��������	
������������������	�

������������	
�����������������

��������������	
�������	���

� � � � � � �

��������	
�����������������	�

��������	
�������������������

���������	
������������������

��������	
�����

� � � � � �

��������	

���������	��������������	
����

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	
��
����������������

���������	
����������

� � � � �

��������������������������������������

�����������	
�������������������	

���������������	
����������������

����������������������������������������

���������������������	
�������

�������������������

� � � �

� � � � � �

����������	
�����������������

��������	
����	��������������

��������	
��������������������

��������	
��������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
������������������

��������	
�����

� � � � � �

���������	
���������������	���

��������	
��������������

��������

� � � � � � �

��������	
����������	
�� � � � �

���

���������	
������������������

��������	

������������������

���������	
������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

��������	
�������������������

���������	�
���������������

� � �



44

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

����������	����������

���������	
������	�����������

��������	
������������������

��������	�
����
�������������

��������	
�������������	�����

��������	
������������
� � � � � �

�����

��

��

��

�

��������	
�����������������

�����������	
����������������

��������	
�����

��������	
�����������������������

��������	
����������������������

�����

� � � � � �

��������������	
��������������

��������	
����������������������

��������	
��

� � �

��������	
������������������	
�

������������������������������������

���������������������������������	

��������������������������	
���

����

��������	

���

�����������������	
�����������

��������	
�����������
��������

���������	
�������������	
���������

���������	�
�����������������

��������	
����������������������

��������	
����������������
� � � � � � �

� � �

���

��������	
�������������������

����������	
�����������������

��������	�����������	
��������

��������	
������������

��������	
	�����������
��������

���������	
�������������������	

��������	
�������������	������

��������	
����������������

��������	

� � �



45

組合情報相談コーナー組合情報相談コーナー 組合情報相談コーナー 

A

法律問題

【弁護士】久保 雅史

Q 破産財団の換価
別除権付不動産は、どのようにして換価処分されているのですか

（1）換価の時期

破産管財人は、一般の債権調査期日が終了する前には、破産財団を換価処分すること

ができない定めになっています（法196①）。

しかし、現在の実務では、破産手続の迅速・適正な進行の観点から一般の債権調査の

終了を待たなくても裁判所の許可（法196②）を得て、早期に換価に着手することになっ

ています。

（2）換価の方法

破産管財人は、破産財団の換価処分権を専有していますので、どのような方法で換価

処分するかについて裁量権があります。

一方、別除権付不動産について、別除権を行使するかどうかは、別除権者の自由であ

ります。

従って、別除権者が破産手続によらず担保権の実行として競売をする権利があるのに

申立しない場合は、いつまでも財団を換価できないことになります。

そこで、破産裁判所は、破産管財人に対し、別除権付不動産についても、任意売却を

原則とするよう指導しています。

競売で不動産が換価される場合には、競売価格が任意売却の場合と比べて低額になる

のが通常です。そこで、管財人は、任意売却の方が競売手続より迅速・高価に換価でき

るなど、別除権者に有利であることを説明して、売却価格の3パーセントないし10パー

セントの額を目標に破産財団に組入れることができるように努力します。

これによって、破産財団を増殖するのが破産管財人の役目です。

後順位抵当権者等については、競売手続きでは配当が見込めないことを納得させ、か

なり減額をさせます。つまり、いわゆる判子代として少額を支払うことを条件に後順位

抵当権の抹消を承諾させます。
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（3）買受希望者の探し方

不動産の買受希望者の探し方には、以下のとおり、いろいろありますが、破産管財人が

最も苦労する作業です。

①　破産債権者のなかで、買い手を募るなど破産債権者の協力を求める。

②　破産者の保証人または担保権者と交渉する。

③　破産者の親戚、知人のなかで買い手を見つける。

④　優良物件の場合、不動産業者に情報を流して業者を利用する。

⑤　山林や田畑等の場合には地元の森林組合や農業協同組合、市町村に打診してみる。

（4）裁判所の許可

売却条件（相手方、売買代金等）が具体化した段階で、裁判所の許可を条件とする売買

契約を締結します。

別除権付不動産の場合は、許可の内容は、①別除権の承認、②別除権の目的物の受戻し

及び③任意売却の3点です。

別除権者、管財人、買受希望者の三者で売却代金及び受戻代金の支払いと別除権の抹消

及び所有権移転の各登記手続を同時にする旨の合意をして売却します。

（5）財団からの放棄

破産管財人がいくら努力しても、任意売却ができない場合には、オーバーローンの不動

産をいくらかかえこんでいても財団にメリットはありませんので、財団から権利の放棄手

続をします。

破産管財人としては、不動産にかかる固定資産税や管理費用等の財団負担が増えるだけ

だと判断したら、迅速に不動産を財団から放棄をすべく裁判所の許可をとる必要がありま

す。



A

A

47

組合情報相談コーナー組合情報相談コーナー 組合情報相談コーナー 

税務・経営問題

【 】 坂井 昭衛

Q1 本年の改正で、中小企業に関連する改正事項について、要領よく説明して下さい。

（1）欠損金の繰越控除

青色申告書を提出した事業年度の欠損金額の繰越期間、青色申告書を提出しなかった事

業年度の災害損失欠損金の繰越期間が7年（改正前：5年）に延長されます。（法規57等）

なお、適用は平成13年4月1日以後に開始した事業年度に生じた欠損金からとなります。

（2）帳簿書類の整理保存

欠損金の繰越控除期間の延長にあわせて法人税に係る帳簿書類の保存期間が7年（改正

前：5年）に延長されます。（法規59等）

適用は同じく平成13年 4月 1日以後に開始した事業年度に係る帳簿書類からです。

（3）経済の先行不確実な点から、期限の来た条文等を、更に2年又は5年延長されました。

①　欠損金の繰戻し還付び不適用制度の期間が2年間延長されます。

②　中小企業者等に対する同族会社の特別税率の不適用の期限が2年間延長されます。

③　優良賃貸住宅等の割増償却制度が2年間延長されます。

④　使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例（支出金額に40％の特別税率）の適用期

限が2年間延長されます。

⑤　土地譲渡益（一般・短期）に対する重課税制度について、その適用停止期限が5年間

延長されます。

Q2 本年の所得税関係の主要な改正として、年金税制等、高齢者の軽減措置が
世代間及び高齢者間の負担の公平を確保するということですが。

（1）公的年金等控除の見直し及び老年者控除が廃止になります。

即ち、年齢のみを基準に高齢者を優遇する措置となっている満65才以上の者に対する

公的年金等控除の上乗せ措置（旧所法35④）とともに老年者控除を廃止することになる。

その際、標準的な年金以下の、年金だけで暮している高齢者世帯に十分な配慮を行う

観点から、65才以上の高齢者について、公的年金等控除の最低控除額を120万円とする。

（措法41の 15の 2）。これにより、平成17年分以後の公的年金等の控除額は次のようにな

ります。

税 理 士 ・
中小企業診断士

平成16年度の税制改正が、国会で可決・成立し4月 1日より施行されました。本年

の改正の要点は、住宅・土地税制、中小企業関連税制、金融・証券税制、年金税制、法

人税制、国際課税等で行われました。



A

A

48

組合情報相談コーナー組合情報相談コーナー 組合情報相談コーナー 

①　定額控除額 ③　最低控除額

②　定率控除……改正はありません。

Q3 本年は土地譲渡についても、改正が行われたそうですが、要点は。

（1）個人の長期譲渡所得の課税の特例の改正

土地・建物等を譲渡した場合の軽減税率を廃止し、税率について期限の定めのない措

置として、税率が次の通り引き下げられます。

適用は平成16年 1月 1日以後に行う土地・建物の譲渡からです。

（2）損益通算・繰越控除の廃止

分離課税の対象となる土地・建物等の譲渡所得に対する課税について、利益が出た場

合に分離課税の定率で課税されるが、損失が出た場合に総合課税の対象となる他の所得

から控除することは不均衡な制度であるとして、譲渡損失の金額について、土地・建物等

の譲渡による所得以外の所得との通算及び翌年以降の繰越を認めないこととされました。

（3）長期譲渡所得の特別控除の廃止

税負担の調整のための措置として控除されていた、長期譲渡所得の100万円の特別控除

は今回の改正において廃止することとなりました。

（4）土地・建物等の短期譲渡所得の課税の特例

個人が、土地・建物等でその年1月 1日において、所有期間が5年以下であるものの譲

渡した場合の短期譲渡所得について、他の所得とは分離して、課税短期譲渡所得金額の

39％（所得税30％、住民税9％）の一本に引下げられます。

なお従前は譲渡所得金額の52％（所得税40％、住民税12％）と全総合課税をした場

合の上積税額の110％、のいづれか多い方の税額とされていました。

Q4 事業所得等に係る青色申告の特別控除が引上げられたが、どのように改正されましたか。

青色申告の一層の普及・奨励を図り、適正な記帳慣行を確立し申告納税制度の実を上げる

ために制度化されている特典ですが、今回は、更に充実することから、

①不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営む青色申告者が、その取引の内容を正規な

簿記の原則（通常複式簿記をいう。）に従い、記録している者の青色申告控除額が65万円（従

前は55万円）に引上げられました。（措法25の 2）。

この改正に伴い、従前の簡易な簿記の方法により記録している者に対する経過措置につい

ては、平成16年分までの措置とされ廃止することになります。

従前（特例措置） 
特別控除後の譲渡益26％ 
（所得税20％ 住民税6％） 

改正後 
特別控除後の譲渡益20％ 
（所得税15％ 住民税５％） 

50万円 
（所法35④） 

改正前 

年齢65才以上の者 

年齢65才未満の者 

100万円 

  50万円 

改正後 改正前 

年齢65才以上の者 

年齢65才未満の者 

140万円 

  70万円 

120万円 

  70万円 

改正後 
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